
ながさき女性・団体ネットワーク学習会

『なぜ

“女子差別撤廃条約の選択議定書を批准しないと始まらない”

のか？』

鈴木千鶴子（長崎純心大学名誉教授）

2024年８月18日（日）13:30～15:00
アマランス研修室 （市民会館１階）

https://opcedawjapan.wordpress.com/



その答えは，

１．「条約」＝ 国家間の合意
「鎖国」（または「海禁」？）を解かなければ

＝ 170年以上前の状態

２．「選択（議定書）」＝ Optional Protocol (OP)
オプションを付けるかどうか？
どのようなオプションなのか知らなければ



話しの流れ
第一部

• はじめに
• 自己紹介
• タイトルについて
• 日本のジェンダー平等の現状について
• 女性差別撤廃条約，選択議定書とは

• OP-CEDAWを批准すると何がどう変わる？
第二部

• 女性差別撤廃条約実現アクションの活動
• 「選択議定書の批准を求める意見書」

• 日本の地方議会における採択状況
• 地方議会に意見書を出す手順と要点



第一部



はじめに：寅子の問い
• 「14条が謳っている❝平等❞とは何なのか？」

「私にできることは何なのか？」2024.08.01 放送

• ❝生い立ち❞，❝信念・信条❞，❝恰好・見た目❞，❝性別❞によって
差別されてはいないか？

• 「すべて國⺠は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、
社会的身分または門地により、政治的、経済的または社会的関
係において、差別されない。」
『日本国憲法 第三章 国民の権利と義務 第14条』



講師の背景
• （一社）大学女性協会 長崎支部会員 ⇒ ながさき女性・団体ネットワーク

  本部企画担当副会長

• 国連NGO国内女性委員会 庶務幹事

• 国際人権規約完全実施促進連絡会議 世話人

• 国連ウィメン日本協会 ＆ 国連ウィメン日本協会 東京会員

• 国際婦人年連絡会 常任委員 / 平和委員会委員，国際開発委員会委員
女性差別撤廃条約実現アクション（OP-CEDAWアクション）情報



タイトル：用語について
• 「女子差別撤廃条約」と「女性差別撤廃条約」
• Convention on the Elimination of all forms of Discrimination Against 

Women (CEDAW)
• 内閣府，外務省，法務省
「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約
（女子差別撤廃条約）」

• 女性差別撤廃条約実現アクション
「国連女性差別撤廃条約」

• CEDAWが指すもう一つの用語
• Committee on the Elimination of all forms of Discrimination Against Women
（女性差別撤廃委員会）



https://s3.amazonaws.com/sustainabledevelopment.report/2024/sustainable-development-report-2024.pdf

日本のゴール別SDGs達成度 2024年



日本のGGGI：順位と指数の推移

https://www.asahi.com/sdgs/article/15301822



❝日本と他の国々と何が違うの？❞



女性差別撤廃条約＝CEDAW（１）
• 名称「女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」
• 6部30条
• 特色

• 固定化された性別役割分業の変革が中心理念
• 女性に対する「あらゆる分野の差別」の撤廃：
公的生活，社会生活，私的生活

• 法律上の平等だけではなく，事実上の平等を目指す（「暫定的措置」）
• 国家による差別撤廃だけでなく，個人・団体・企業による差別も撤廃
• 社会の慣習・慣行の修正もめざす

• 女性差別撤廃委員会（CEDAW）により管理・運営
（浅倉むつ子「女性の権利を国際基準に！女性差別撤廃条約選択議定書の批准に向けて」日本BPW連合会東京クラブ公開講座，2024.06.25）



女性差別撤廃条約＝CEDAW（２）
• 「差別」の定義

１．性に基づく区別，排除，または制限であって，
２．いかなる分野においても，
３．女性が，人権および基本的自由を認識し，享有しまたは行使することを
４．害し又は無効にする効果または目的を有するもの．

• 条約の解釈では
１．暴力も差別
２．性役割の強制，慣習上・事実上の差別も含む
３．間接差別も含む--- 例）転勤の必要ない職位の求人要件に「転勤」を規定する等
４．性自認，性的指向による差別も含む

• ただし「暫定的特別措置」は差別ではない（例：クオータ制）
（参考：浅倉むつ子）



女性差別撤廃条約＝CEDAW（３）
• 日本の歩み

• 1979年 ― 第34回国連総会で採択．日本も賛成 
• 1981年 ― 発効
• 1985年 ― 日本批准

（参考：2023年11月時点 世界189カ国批准済み）

• 日本はCEDAWを批准して40年，なのに何故？



女性差別撤廃条約＝CEDAW（４）
• 国際法CEDAWとは？

• 国際法を批准することの意味
• 政府は国民一人ひとりがその法に守られていることを保障する義務
• 立法・行政・司法において

• （例）某国で女子児童の就学率が低い現状に対して
• 教師の男女比を規定する法律を作らなければならない
• 女性の教師を養成する仕組みを支援しなければならない
• 女子児童の就学不履行に対し関わる保護者，学校，地域社会・国家などを罰する裁判



日本はCEDAWに違反しているか？
＜参考＞生成AI，Copilot の回答（2024.08.05時点）
• 女性差別撤廃条約（CEDAW）において、日本政府は特定の勧告に対する
フォローアップの情報を提出するよう要請されています。以下は、日本が
CEDAWに違反していると指摘された例です：

1. 婚姻適齢と再婚禁止期間の改革：CEDAW委員会は、男女共に婚姻適齢を
18歳に設定し、女性のみに課せられている6カ月の再婚禁止期間を廃止す
るよう日本に要請しています1。⇒ 改正 2022年4月，2024年4月施行

2. 嫡出でない子の相続分に関する民法の規定：最高裁判所は、嫡出でない子
の相続分を嫡出子の2分の1と定めた民法の規定は憲法14条1項に違反しな
いと判断しましたが、一部の裁判官は違憲であるとの意見を述べていま
す1。

3. 政治分野への女性の参画の拡大：政治分野での女性の参画は未だ低いため、
積極的改善措置

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/comento06.html


女性の権利を国際基準に！
• 権利＝right
• ‟女性の生きずらさ” 解消
• 今年の全国の動き（6月5日）

• 請願提出院内集会「女性の権利を国際基準に！今秋までに選択議定書
批准を」

• 昨年の長崎の動き（8月27日）
• 学習会「女性議員との意見交換会」ながさき女性・団体ネットワーク
⇒ ‟選択議定書を批准しないと始まらない” 発言



女性差別撤廃条約の選択議定書とは？
• 【２分でわかる】女性差別撤廃条約「選択議定書」ってなに？ 

(youtube.com)

https://www.youtube.com/watch?v=E0s59GjnnzQ&t=7s


40年前から20年前から

61%



女性差別撤廃条約選択議定書

• 1999年採択．2000年発効
• 現在115ヵ国批准．日本は未批准
• 批准すると使える手続き

「個人通報制度」
「調査制度」



「個人通報制度」が使えると
• 選択的夫婦別姓制度（参考：法務省「選択的夫婦別氏制度」）に

• 現行民法：同姓
• 1996年，2010年改正法の検討 ⇐「法制審議会」答申
• 2020年閣議決定「第５次男女共同参画基本計画」：さらなる検討

• 男女賃金差別を訴える
• 昇格における差別に関わる件（例：中国電力事件⇒最高裁判決結果）
• 非正規賃金差別の件（例：メトロコマース事件：高裁と最高裁, 2020年）

• 婚外子を差別する戸籍の記載を止めて
• 続柄欄「嫡出でない子」の記載⇒最高裁判決結果：住民票のみ改



選択議定書を批准すると，どう変わる？

• 裁判所の判決が，
• 個人通報制度が使えると，国際基準が尊重され，
• 女性差別撤廃条約を裁判に適用するようになる。



第二部



選択議定書条約推進に関わるNGOs
•国際女性の地位協会（1987年～）
•日本女性差別撤廃条約NGOネットワーク(2002年～）
• 女性差別撤廃条約実現アクション（2019年～）



女性差別撤廃条約実現アクションの活動
• 通称「OP-CEDAWアクション」
• 2019年～
• 全国大小73団体参加
• アクションの内容

• 国会への請願署名提出
• 院内集会
• 勉強会，講演会，広報活動
• 7.25女性の権利デー実施
• 地方議会での意見書採択活動

• ホームページ：https://opcedawjapan.wordpress.com



地方議会での意見書採択を進める活動

• 2024年7月17日現在，全国278の地方議会が国に対して選択議
定書の批准を求める意見書を採択

• 府県議会では，高知県，島根県，宮城県（２回），徳島県，富
山県， 大阪府，岩手県，埼玉県，三重県，滋賀県，長野県，
奈良県

• 市町村議会では，堺市，千葉市，北九州市，さいたま市，大阪
市，京都市，札幌市，川崎市の８つの政令指定都市を含めて，
265の市町村



資料



2024年7月17日現在
 by C. Suzuki, 参考：OP-CEDAWアクション

[凡例] 採択状況
濃い緑：府県と市町村
緑色：府県のみ
黄緑：市町村のみの道府県



地方議会における「意見書」採択割合
• 都道府県 １２（２５．５％） 延べ数は１３
• 市町村 ２６５（１５．４％）
• 政令指定都市                   ８（４０．０％） 延べ数は 9

• 採択市町村のある県 １６

１２＋ １６ ＝２８（５９．６％）--- 地図で３種の緑色

2024年7月17日現在
          OP-CEDAWアクション





府県が採択している場合（上段）と
してない場合（下段）の採択市町村数比較
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宮崎県
茨城県
静岡県
群馬県
福島県
愛媛県
兵庫県

和歌山県
山梨県
千葉県
京都府
鳥取県

神奈川県
福岡県
北海道
東京都
岩手県
島根県

宮城県２
滋賀県
三重県
奈良県
埼玉県
高知県
富山県
長野県
徳島県
大阪府



採択府県における市町村との先行具合
（年度）

府県 採択
市町村

府県順番
前 中 後

大阪府 44
徳島県 23
長野県 21 ― ― ― 同時
富山県 12
高知県 9
埼玉県 8
奈良県 6
三重県 1
滋賀県 1
宮城県２ 0
島根県 0
岩手県 0



大阪府と府内の市町村，どこが早かったか？
⇒ 市が先行，府が続き，更に市町村

年度

2001 堺市

2009 和泉市 茨木市

2020 寝屋川市 泉大津市吹田市 大阪府 池田市

2021 河内長野市豊中市 高槻市 大東市 東大阪市羽曳野市守口市 貝塚市 島本町 松原市

和泉市２ 忠岡町 千早赤坂村 高石市 枚方市 泉佐野市富田林市熊取町 大阪市 交野市

四條畷市 能勢町 門真市 田尻町 太子町 阪南市 岸和田市大阪狭山市 藤井寺市 岬町

柏原市 八尾市 河南町 豊能町 泉南市 箕面市 摂津市



県が先行：徳島県の場合

年度

2019 徳島県

2020 阿南市 吉野川市三好市 鳴門市 小松島市美馬市 勝浦町 藍住町 板野町 上板町 上勝町

2021 佐那河内村 海陽町 北島町 東みよし町 牟岐町 美波町 つるぎ町神山町 阿波市 那賀町 石井町

2022 徳島市



県が先行：富山県の場合

年度

2020 富山県

2021 高岡市 富山市 射水市

2022 南砺市 砺波市

2023 黒部市 魚津市 滑川市 氷見市

2024 上市町 立山町 小矢部市



市町村が先行：奈良県の場合

年度

2019 大和郡山市

2020 三郷町

2021 大寺町 広陵町

2024 橿原市 平群町 奈良県



県と市町村同時期：長野県の場合

年月

宮田村 南箕輪村 中川村 辰野町 麻績村

木曽町 大桑村 大鹿村 箕輪町 飯島町

2024年6月 下諏訪町 塩尻市 長野市 安曇野市 松本市

阿南町 山形村 生坂村 駒ヶ根市 長野県

木祖村 伊那市



地方議会に意見書を出す方法と手順
• 県が先か，市町村が先か，はそれぞれの地域の事情によるので
はないか．

• 方法
① 市民からの【陳情】
② 市民からの【請願】
③ 議員からの【議員提案】― 確実性が高い

• 手順
①【陳情】
②【請願】

③【議員提案】

⇒議会事務局 ⇒ 審査・採択

議会運営委員
会などでの取扱
いの話合い

議員発議 ⇒ 議会で可決



住民として何をするか？ 要点は？
• 選択議定書批准に理解のある議員を見つける

• 優先順位：
女性議員，ジェンダーに関心のある議員，各会派の幹事長，議長・副議長

• 必要資料： OP CEDAWリーフレット，前例採択意見書，意見書案文，
全国地方議会採択一覧表，Q&A集など（参考OP-CEDAWアクションHP）

• 議員に相談
• 条約および選択議定書をわかりやすく説明
• 意見書案を提示し，必要に応じて改訂の余地を示す
• 全国の採択議会一覧表を渡す（インパクト大）
• 相談した議員のアドヴァイスに添って他の議員への説明など必要な行動
• 議会の開催時期に注意し，会期の意見書提出の締め切り日に合せ行動開始



地方議会の意見書採択活動
―期待される効果―

• 地方議会で，会派を超えた女性議員の協力が可能になる
• その後のジェンダー平等に関する活動・催しに男性議員も関心

を示す
• その他の民主化の動きに影響

参考：山下いづみ 富士市市議（（一社）大学女性協会静岡支部長）
 朝倉むつ子 OP-CEDAWアクション共同代表 



参考文献
• JNNC（日本女性差別撤廃条約NGOネットワーク）発行『日本をジェ
ンダー平等社会に～講演録 林陽子女性差別撤廃委員会委員「今こそ，
女性差別撤廃条約選択議定書批准を！」～』2018年3月．

• 日本BPW連合会東京クラブ公開講座，朝倉むつ子『女性の権利を国
際基準に！女性差別撤廃条約選択議定書の批准に向けて』発表資料，
2024年６月．

• 女性差別撤廃条約実現アクション ウェブサイト
https://opcedawjapan.wordpress.com/

• ヒューライツ大阪（一般財団法人アジア・太平洋人権情報センター）
ウェブサイトhttps://www.hurights.or.jp/archives/treaty/un-treaty-
list.html

https://opcedawjapan.wordpress.com/
https://www.hurights.or.jp/archives/treaty/un-treaty-list.html
https://www.hurights.or.jp/archives/treaty/un-treaty-list.html


ご参加ありがとうございました。

• 質問等連絡先： 鈴木千鶴子 suzuki.jauw@gmail.com
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